
 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省説明資料 
（前回部会の結果、追加説明が求められた事項）

資料１ 
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主要業務 要因分析等

　　　１５日 客体から経済産業省への調査票提出締切日

（１日目） パンチ出し（１回目）

（２日目） パンチデータ納品（１回目）＆　パンチ出し（２回目）

（３日目） 　　　　　　　　　　　　　　　　パンチデータ納品（２回目）

（４日目） パンチ出し（３回目）

（５日目） パンチデータ納品（３回目）

（６日目） 実数締切日（当日到着分は直接投入）

（７日目） 指数計算

（８日目） 検討会／報告書の作成・準備等　　　　中3日

（９日目） 幹部レク

（１０日目） 公表日

審査・チェック日数（時間）

図１：調査票提出締切日の翌日から公表までの作業スケジュール（概略）
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前回の部会での議論 

＜ご質問＞ 

１．都道府県・経済産業局経由だった調査票の提出期限は、直送への調査系統変更により、

10日から15日に 5日後ろ倒しする計画であるが、公表期日を変更しないのであれば、提出

期限を10日のままとすることにより、早期公表が可能となるのではないか。 

２．前回改正で、46月報を先行して民間委託に変更した際も、提出期日は10日から15日に変

更したのか。 

＜回答＞ 

① 申請負担軽減対策（平成９年２月10日閣議決定）では、原則として、月次調査は60日以内

に公表するとされているところ、本調査では、鉱工業生産指数の作成等への活用に資するた

め、45日程度で公表しており早期の公表を行っています。 

 

② 本調査の作業スケジュールは、図１のとおりであり、特に、結果精度を確保するために必

要な品目ごとのサマリ審査は、全ての調査系統から調査票をある程度回収し、集計しないと

審査に着手できない工程であり、一部の月報の提出期限を10日に設定しても、当該審査は実

施できない状況です。 

 

③ また、調査票の回収状況は、表１のとおりであり、提出期限を15日に設定しないと、上記

の審査に必要な分の調査票を回収できず、結果精度が悪化する恐れがあるとともに、実際に

は、提出期限を過ぎても督促する事業所は多く存在するため、これ以上の提出期限の早期化

は報告者負担の増大となりますので、変更案のとおり、提出期限を15日に統一したいと考え

ております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１：調査票期日別回収率（例：2019年２月分速報） 

調査票提出期間 調査票回収数割合 

①  １～１０日（提出期日はるか前） ３割 

② １１～１５日（ほぼ提出期日） ５割 

③ １６～２６日（期日を超過し、速報集計に反映） ２割 

合計（速報時回収数） １０割 
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④ なお、前回の改正（平成29年9月からの46月報の先行外注）では、経済産業局経由分は

10日提出から15日提出に変更しました。今回は、前回の改正と同じ措置を講じるものであ

り、仮に、今回変更分は10日提出のままとすると、月報によって提出期限が異なることと

なり、民間事業者の事務も煩雑になることが懸念され、結果精度にも影響が生じかねない

と考えています。 

ちなみに、前回変更による影響について、分析したところ、経済産業局経由から直送に

切り替わったものを含む月報（31月報分）について改正の前後半年間の変化に、提出数に

大きな差異は見られず、提出率の変化はありませんでした（表２）。 

 

 表２ 局経由調査（10日締め）から外注（15日締め、直送）に切り替わった31月報の提出

率比較表 

 

 

 

 

母数 提出 提出率 母数 提出 提出率

1040
鉄鋼月報（その４）普通鋼冷間仕上鋼材(線類を除く)･めっき
鋼材（線類を除く)･冷間ロール成型形鋼

132 126 95.45% 132 126 95.45% 0.00%

1050 鉄鋼月報（その５）特殊鋼圧延鋼材 60 60 100.00% 60 60 100.00% 0.00%
1060 鉄鋼月報（その６）鋼管 168 162 96.43% 168 162 96.43% 0.00%
1070 鉄鋼月報（その７）磨棒鋼・線類・鋳鉄管・鉄鋼加工製品 1338 1303 97.38% 1332 1307 98.12% 0.74%
1090 鉄鋼月報（その９）労務・生産能力 312 300 96.15% 312 300 96.15% 0.00%
3010 化学繊維月報 336 336 100.00% 331 331 100.00% 0.00%
3040 紡績糸月報 426 411 96.48% 426 404 94.84% -1.64%
4230 パルプ月報 187 187 100.00% 186 186 100.00% 0.00%
4240 紙月報 1397 1318 94.35% 1386 1286 92.78% -1.56%
4260 板紙月報 432 432 100.00% 432 432 100.00% 0.00%
4290 段ボール月報 1414 1405 99.36% 1405 1403 99.86% 0.49%
4300 印刷月報 1164 887 76.20% 1164 907 77.92% 1.72%
5020 楽器月報 120 120 100.00% 120 120 100.00% 0.00%
5030 家具月報 823 789 95.87% 817 777 95.10% -0.76%
5040 軽金属板製品月報 300 300 100.00% 300 300 100.00% 0.00%
5050 文具月報 258 252 97.67% 258 247 95.74% -1.94%
6080 コールタール製品・環式中間物及び合成染料月報 426 423 99.30% 418 417 99.76% 0.46%
6121 無機薬品・火薬類月報 1491 1479 99.20% 1484 1472 99.19% 0.00%
6122 触媒月報 216 216 100.00% 216 216 100.00% 0.00%
6140 高圧ガス月報 1185 1167 98.48% 1165 1147 98.45% -0.03%
6160 プラスチック月報 1319 1289 97.73% 1308 1279 97.78% 0.06%
6171 油脂製品、石けん・合成洗剤等及び界面活性剤月報 967 964 99.69% 963 958 99.48% -0.21%
6175 化粧品月報 692 629 90.90% 684 626 91.52% 0.62%
6180 塗料及び印刷インキ月報 1590 1559 98.05% 1581 1547 97.85% -0.20%
6201 ゴム製品月報（自動車用タイヤ） 144 142 98.61% 144 144 100.00% 1.39%
6202 ゴム製品月報（自動車用タイヤを除く） 1950 1805 92.56% 1944 1804 92.80% 0.23%
7250 耐火れんが・不定形耐火物月報 462 451 97.62% 462 455 98.48% 0.87%
7260 炭素製品・研削砥石月報 552 546 98.91% 549 543 98.91% -0.01%
7290 ボード・パネル月報 403 403 100.00% 402 402 100.00% 0.00%
7320 金属製建具月報 643 617 95.96% 639 615 96.24% 0.29%

9060
非鉄金属製品月報(高純度多結晶シリコン、シリコンウエ
ハ、はんだ、銅合金塊)

222 205 92.34% 222 203 91.44% -0.90%

合　　　計 21129 20283 96.00% 21010 20176 96.03% 0.03%

　

外注前後
の提出率
ポイント差

調査
票番
号

調査票 外注後の半年平均外注前の半年平均

2017年度下期(10月～3月)2017年度上期(4月～9月)


